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本日御議論いただきたい内容

 ２０２１年度以降の需給調整市場及びインバランス制度について、総合資源エネル
ギー調査会において全体の制度設計に関する検討が進められている。

 市場メカニズムを有効に活用し、全体として効率的かつ安定的に需給バランスが確保さ
れる仕組みとしていくためには、これらの制度見直しと併せて、系統利用者が需給状況や
価格に関する情報をタイムリーに入手できる環境を構築することが重要。

 本日は、2021年度以降のこれらの情報提供のあり方について、今後の検討の進め方に
ついて御議論いただきたい。



タイムリーな情報公表の重要性
総合資源エネルギー調査会では、需給調整市場開設後のインバランス料金について、

「インバランス料金が系統利用者に対して適切なシグナルになること」、「系統利用者は需
給調整市場の価格を見ながら需給調整の円滑化に資する取組を行うこと」等があるべき
姿として示されている。

 これらを実現する上で重要と考えられるタイムリーな情報公表のあり方について、その意義
を含めて検討することが必要。

（インバランス料金が適切に設計されておらず、系統利用者に不適切なインセンティブが生じている場合には、タイ
ムリーな情報公表が適切でない方向への動きを促進することもありうる。適切なインバランス制度の設計とタイムリー
な情報公表を併せて実現する必要がある。）
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⑤需給調整市場開設後のインバランス料金の在り方
（基本的考え方）
（中略）また、調整力コストが徒に増大し、系統利用者の負担が増大することを防ぐため、インバランス料金が、系統利用者に対し
て調整力コストの抑制（＝需給調整の円滑化）に資する適切なシグナルとなることが重要である。

（系統利用者への適切なインセンティブ）
需給調整市場開設後、系統利用者は、需給調整市場における価格を見ながら、①価格が高いとき（需給ひっ迫時）は供給を
増やす、または、需要を減らすことにより、②価格が低いとき（需給緩和時）は供給を減らす、または、需要を増やすことにより、需
給調整の円滑化に資する取組を行うことが期待される。

【総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会 中間
論点整理（第２次）（案）（抜粋）】



2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

三次調整力②
（低速枠）

三次調整力①
（EDC※3-L）

二次調整力②
（EDC※3-H）

二次調整力①
（LFC※3）

一次調整力
（GF相当枠※3）

調整力公募
（電源Ⅰ＋Ⅱ）

エリア内調達※2
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 需給調整市場については、商品ごとに広域化を進め、段階的に広域化が進められる予定。

 商品によっては、広域化に際し、中給システム改修を行うことが必要となる。※1

（参考）商品導入スケジュールについて

自主的
運用

3社
広域運用 広域調達

※開始時期未定

広域運用＋広域調達

広域調達
※開始時期未定

広域運用

広域運用

一次調整力、二次調整力①の
広域化の要否・時期について検討予定

開始目標

※1 需給調整市場の実現に向けて必要となる中給システム改修を適宜行う（各社の改修時期は未定）
（例：kWh単価の変更期限の後ろ倒し、最低入札単位の引き下げ、広域化商品の拡大... ）

※2 年間を通じて必ず必要となる量は年間で調達し、発電余力を活用する仕組み（現行の電源Ⅱに相当する仕組み）を続ける。
詳細については今後検討。

※3 EDC（経済負荷配分制御）：全体の発電費用が最小となるように各発電機の出力を制御（小売電気事業者の経済負荷配分とは異なる）。
LFC（負荷周波数制御） ：周波数維持を目的として数分から数十分程度までの需要の短時間の変動を対象とした制御。
GF（ガバナフリー制御） ：発電機が自ら周波数変動に対して出力調整を行う制御。

開始目標

容量市場初回オークション 容量契約発効

2018年7月 電力・ガス基本政策小委員会
制度検討作業部会（第24回）事務局提出資料
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（参考）需給調整市場開設後のインバランス料金に当たっての考え方

考慮すべき要素 観点 取り得る手段
インセンティブの基本
的考え方

系統全体の需給バランスを一致方向に促す
（マクロ一致）かどうか

系統インバランス状況を踏まえた傾斜
調整力コストの限界費用の転嫁 等

個々の事業者の需給バランスを一致方向に
促す（ミクロ一致）かどうか

不足料金と余剰料金の設定
卸電力市場価格との大小関係の維持 等

インセンティブ付与に当たっての考慮要素①
事業者の規模あるいは熟練度を考慮するか

規模・参入時期を考慮した料金
等

インセンティブ付与に当たっての考慮要素②
発電と小売のインバランスを分けるか

発電・小売ごとの料金設定
等

インバランス調整の
収支を考慮する上
で勘案すべき事項

厳密な収支一致とインセンティブ措置とのバ
ランス ー

収支一致を図る際の期間単位 ー

収支一致を図る際のエリアごとの単価差の
設定 ー

要した調整力コストの転嫁方法 ー

 インバランス料金設計に当たって考慮すべき要素及び観点は以下のとおり。

2018年3月 電力・ガス基本政策小委員会
（第8回）事務局提出資料



（参考）検討の体制について
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資源エネルギー庁
～全体制度設計～

電力広域的運営推進機関
～市場運営等に係る詳細検討～

電力・ガス取引監視等委員会
～参入要件・市場監視等

の在り方検討～

 具体的な市場設計、運営主体・ルールの検討
 安定供給と低廉化の両立 等

 コスト合理化の観点からの競争活性化
に係る検討

 価格情報のより詳細かつタイムリーな
公表の在り方 等

 実運用の観点を踏まえた必要な調整力の量・
質等条件の検討

 市場運営等や広域化に関する技術的検討 等

 2020年度の需給調整市場（リアルタイム市場）の創設に向けて、調整力公募の評価も踏まえ
ながら、資源エネルギー庁・広域機関・監視等委員会において、一体的に検討を進める。

 本作業部会で全体制度設計を行うとともに、実際に需給調整市場の運営を行うに際して万全を
期すため、広域機関において市場運営等の課題についてより詳細な検討を行い、監視等委員会
において参入要件や市場監視等の在り方について検討を進めていくこととしてはどうか。

＜検討の枠組み＞

2017年9月 電力・ガス基本政策小委員会
制度検討作業部会（第11回）事務局提出資料



我が国における関連情報の公表の現状
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インバランス料金・インバランス量の公表（我が国の現状）

 インバランス料金は、 実需給の４～５日後に速報値が、翌々月の上旬に確報値が公
表されている。

 インバランスの合計量（エリアインバランス）は、翌々月の上旬に公表されている。

発電・小売

送配電事業者

電力広域的
運営推進機関

ＪＥＰＸ

電力広域的
運営推進機関

ＪＥＰＸ

当 日
実需給

実需給の30分後

４～５日後 ２ヶ月後

需給状況
の公表

需給状況
の公表

～

インバランス料金
速報値公表

インバランス料金
確報値公表

全国大のインバランス集計

実需給の30分後

エリアインバランスの算定

エリアインバランス
の公表

インバランス
精算



（参考）インバランス精算単価の算定方法
 インバランス精算の単価は、卸電力取引所における市場価格をベースとしつつ、全国大の

インバランス発生量が余剰のときは市場価格より低めに、不足のときは市場価格より高め
になるような調整項を用いて算定されており、昨年10月に算定方式が一部見直された。

α：系統全体の需給状況に応じた調整項
β：各地域ごとの需給調整コストの水準差を反映する調整項
（β＝当該地域の年平均の需給調整コスト－全国の年平均の需給調整コスト）

インバランス精算単価＝スポット市場価格と時間前市場価格の30分毎の加重平均値×α＋β
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北海道 東 北 東 京 中 部 北 陸 関 西 中 国 四 国 九 州 沖 縄
2016年度 -0.25 -0.29 2.63 1.75 -3.90 1.84 -0.60 -1.76 1.54 -0.97
2017年度 0.23 -0.31 1.22 0.62 -1.97 0.52 -0.05 -0.90 0.19 0.41

<2016年4月~2017年9月>

α：変動幅を制限する激変緩和措置の程度を軽減
（算定に用いる入札曲線の両端除外幅を２０％から３％に変更）
β：地域ごとの市場価格差を反映する調整項に変更
（β＝精算月の全コマにおけるエリアプライスとシステムプライスの差分の中央値）

北海道 東 北 東 京 中 部 北 陸 関 西 中 国 四 国 九 州 沖 縄
2017年10月 3.91 0.00 0.00 -0.36 -0.36 -0.36 -0.36 -0.36 -0.52 0.00 

<2017年10月~>

2018年5月 電力・ガス基本政策小委員会
（第7回）事務局提出資料
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稼働した調整力の量及び価格の公表（我が国の現状）
 調整力の稼働量は、各週の合計値のみ監視等委員会が約１か月半後に公表してい

る。
 調整力のkWh価格は、各週の平均値及び最高値・最低値のみ監視等委員会が約１

か月半後に公表している

 調整力公募における現在の公表内容

（出典：電力・ガス取引監視等委員会ホームページ）

一般送配電事業者が指令をした調整力の電力量
（単位： GWh）

2018年 3月31日～4月6日 33 12 81 70 276 265 71 73 11 15 96 94 24 30 13 14 21 39 6 6

4月7日～4月13日 26 28 44 50 268 259 71 74 14 14 113 74 54 31 21 14 18 47 7 8

4月14日～4月20日 26 26 28 64 306 289 49 81 9 10 82 93 38 32 16 13 29 40 7 6

4月21日～4月27日 32 15 28 57 200 237 71 105 9 13 91 94 38 36 20 13 29 39 7 6

上げ
指令量

下げ
指令量

上げ
指令量

下げ
指令量

下げ
指令量

上げ
指令量

下げ
指令量

沖縄電力

上げ
指令量

下げ
指令量

上げ
指令量

下げ
指令量

上げ
指令量

北陸電力

上げ
指令量

上げ
指令量

関西電力 中国電力 四国電力 九州電力

下げ
指令量

上げ
指令量

下げ
指令量

北海道電力 東北電力 東京電力ＰＧ 中部電力

下げ
指令量

上げ
指令量

下げ
指令量

一般送配電事業者が指令をした調整力の電力量（kWh）価格

10社中 10社中 10社 10社中 10社中 10社 10社中 10社中 10社 10社中 10社中 10社
最高 最低 単純 最高 最低 加重 最低 最高 単純 最低 最高 加重

平均 平均 平均 平均

2018年 3月31日～4月6日 83.0 7.4 20.7 11.2 5.9 8.4 1.6 4.7 3.5 4.4 9.7 6.1 7.3

4月7日～4月13日 83.0 7.8 21.2 11.4 6.1 8.6 1.6 4.9 3.6 5.0 11.1 6.4 7.5

4月14日～4月20日 23.4 7.8 13.1 11.7 6.0 9.0 1.6 4.8 3.7 5.4 10.8 6.5 7.7

4月21日～4月27日 59.6 7.8 17.7 10.9 6.1 8.4 1.6 4.7 3.5 5.3 11.1 6.0 7.1

（単位：円/kWh）

上げ（出力増）を指令した価格 下げ（出力減）を指令した価格
上げ・下
げ絶対値

の
10社
加重
平均

週ごとの最高価格 週ごとの加重平均価格 週ごとの最低価格 週ごとの加重平均価格

（エリア別）

（全国大）



（参考）調整力に係る価格の決定方法
電源Ⅰについては、一般送配電事業者がその必要量を明示して募集し、落札した事業者
に対して、その契約容量に応じたkW価格を支払う（入札単価で精算）。また、運用段
階で調整指令を出した場合には、その指令量に応じたkWh価格を支払う（登録単価で精
算）。

小売電源のゲートクローズ後の余力を活用する電源Ⅱについては、必要量を明示せず募
集して契約。運用段階で調整指令を出した場合に、その指令量に応じたkWh価格を支払
う（登録単価で精算）。kW価格は支払わない。

電源Ⅰの入札・契約
• 電源Ⅰ:一般送配電事業者が調整力専
用として常時確保する電源等

• 入札者は、ユニットを特定した上で容量
（kW）単位で入札

• 原則、容量(kW)価格の低いものから落札
• 定期検査実施時期等の調整

電源Ⅱの募集・契約
• 電源Ⅱ：小売電源のゲートクローズ後の余
力を活用する電源等

• 容量（kW）価格の支払いは発生しない
ため、募集時にkW価格は考慮されない

• 要件を満たしているかを確認してユニットを
特定するのみ

電源Ⅰ、Ⅱの実運用

電
源
Ⅱ

電
源
Ⅱ

電
源
Ⅰ

電
源
Ⅱ

電力量（kWh）
価格

・・・

一般送配電事業者は電源ⅠとⅡの中から電
力量(kWh)価格の低い順に指令（メリット
オーダー）

必要な量の
電源に対し
て指令

電源Ⅰの費用精算
• 落札時に決定した、容量（kW）価
格を受け取る

• 指令に応じて発電した電力量に応じて、
電力量（kWh）価格で費用精算

• 発電不調等があった場合のペナルティ
を精算

電源Ⅱの費用精算
• 指令に応じて発電した電力量に応じて、
電力量（kWh）価格で費用精算（調整力提供者は毎週、各ユニットの電力量

（kWh）価格を登録）

11

2017年10月 第23回制度設計専門会合
事務局資料（一部追記）
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系統の需給状況の公表（我が国の現状）

 各一般送配電事業者が、いわゆる「でんき予報」の中で、実需給の概ね30分後にエリア
の総需要を公表している。

 加えて、電力広域的運営推進機関においても、各エリア及び全国計の需要実績を各
一般送配電事業者の公表データを取得後に公表している。

（出典：東京電力パワーグリッドホームページ） （出典：電力広域的運営推進機関ホームページ）



諸外国（欧州）におけるタイムリーな
情報公表の取組み
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EUにおける情報公表のルール（需給調整関連）
 EUにおいては、EU規則に基づき、インバランス料金や系統の需給状況に関する情報を、

TSOがタイムリーに提供・公表することとされている。（概ね30分～１時間以内に）
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情報の種類 公表のタイミング 備考

インバランス価格（通貨/MWh） できるだけ速やかに コマ毎

発生しているインバランスの総量（MWh） 各コマの３０分後まで コマ毎

稼働した調整力の量（MW） 各コマの３０分後まで コマ毎、種別毎、上げ・下げ別

稼働した調整力にTSOが支払う価格
（通貨/MWh） 各コマの１時間後まで コマ毎、種別毎、上げ・下げ別

系統の総需要（実績）（MW） 各コマの１時間後まで コマ毎、エリア毎

系統の総需要（翌日の予測）（MW） 前日市場の２時間前まで（その後大き
な変化があるごとに更新） コマ毎、エリア毎

電源種ごとの発電量（MW） 各コマの１時間後まで コマ毎、電源種別

ＥＵ規則によって定められた情報公表のタイミング（需給調整関連の主なもの）

（出典：EU規則543/2013）



（参考）EUにおける情報提供の全体像
 情報公表に関するEU規則を受け、欧州各国のTSOの団体であるentso-eは、各国TSO向けに、

公表すべき情報の概要、粒度、公表のタイミング等に関するガイドラインを策定。

 情報の種類は、需要・供給、ネットワーク、インバランス等、１２カテゴリー、６０項目に及ぶ。

15（出典：entso-e “Detailed Data Descriptions”より作成）

需要関連データ
• エリア総需要
• 翌日総需要予測
• 週間総需要予測
• 月間総需要予測
• 年間総需要予測

大口需要関連データ
• 大口需要の停止計画
• 大口需要の停止実績

予備力関連データ
• 年間予備力見通し

送電網関連データ
• 設備計画

送電網制約関連データ
• 送電網の停止計画
• 連系線及び送電網の変更情報
• オフショア設備の停止情報

エリア間供給力関連データ
• エリア間供給力配分の計画・実績
• エリア間供給力配分の年間予測
• エリア間供給力配分の月間予測
• エリア間供給力配分の週間予測
• エリア間供給力配分の翌日予測
• エリア間供給力配分の年間実績
• エリア間供給力配分の月間実績
• エリア間供給力配分の週間実績
• エリア間供給力配分の翌日実績
• エリア間供給力配分の当日実績
• Direct Current linksの制約
• ネットワーク制約の年間レポート

エリア間供給力利用関連データ
• Explicit配分（送電網及び連系線の利
用情報）

• Explicit配分に選定された供給力
• 配分された供給力
• 翌日価格
• Implicit配分
• Explicit配分及びImplicit配分により
予定されている総取引量

• 物理的潮流
• メンバー国と第三国間で配分された
送電キャパシティ

混雑処理関連データ
• 再給電
• 逆取引
• 混雑処理のレポート

供給力予測関連データ
• 総発電容量
• 電源別発電容量
• 翌日供給力予測
• 翌日供給力予測（風力・太陽光）

電源停止関連データ
• 100MW級以上の電源の停止計画
• 100MW級以上の電源の停止実績
• 200MW級以上の電源の停止計画
• 200MW級以上の電源の停止実績

発電実績関連データ
• 電源別発電実績
• 電源種別発電実績
• 風力・太陽光発電実績
• 揚水等貯水率

調整力・インバランス関連データ
• インバランスの制度情報
• 契約された調整力電源の出力
• 契約された需給調整力電源のMW価
格

• 給電可能だった調整力の量
• 稼働した調整力の量
• 稼働した調整力のMWh価格
• インバランス価格
• 各コマで発生しているインバランス
の総量

• 月間インバランス収支
• エリア間バランシングの量
• エリア間バランシングの価格
• 稼働しているエリア間バランシング
の量



（参考）EUにおけるインバランス精算の一般原則
 EUでは、「需給調整のガイドライン策定に関する規則」(EU規則2017/2195）において、

インバランス精算に関する一般原則が示されており、その中で、インバランスはリアルタイム
の電気の価値を反映する価格で精算されるべきとされている。
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第４４条 （精算の）一般的な原則
１．インバランス精算のプロセスは、以下であるべきである。
(a) インバランスの状況を反映する適切な経済的シグナルを生みだす
(b) インバランスがリアルタイムの電気の価値を反映する価格で精算されることを確保する
(c) バランシンググループに、需給を一致させる、あるいは系統全体の需給一致を助けるインセンティブを与える
（中略）
(f) バランシングループ、調整力提供者あるいはTSOに歪んだインセンティブを与えない
(g) 市場参加者間の競争を支持する
(h) 調整力提供者に調整力を提供するインセンティブを与える
(i) TSOの収支面での中立性を確保する

1. The settlement processes shall: (a) establish adequate economic signals which reflect the imbalance situation; (b) ensure 
that imbalances are settled at a price that reflects the real time value of energy;(c) provide incentives to balance 
responsible parties to be in balance or help the system to restore its balance; (d) facilitate harmonisation of imbalance 
settlement mechanisms; (e) provide incentives to TSOs to fulfil their obligations pursuant to Article 127, Article 153, 
Article 157 and Article 160 of Regulation (EU) 2017/1485; (f) avoid distorting incentives to balance responsible parties, 
balancing service providers and TSOs; (g) support competition among market participants; (h) provide incentives to 
balancing service providers to offer and deliver balancing services to the connecting TSO; (i) ensure the financial 
neutrality of all TSOs. 2.Each relevant regulatory authority in accordance

（出典：COMMISSION REGULATION (EU) 2017/2195 of 23 November 2017 establishing a guideline on electricity balancing）
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英国における情報公表

 英国のTSOであるNational Grid社は、子会社のElexon社の情報公表サイトにおい
て、需給調整に関する情報を各コマの３０分後までに公表している。

（出典：Elexon BMRSホームページ）

情報の種類 公表のタイミング 備考

インバランス価格（￡/MWh） 各コマの３０分後まで コマ毎、余剰・不足別（同一価格）

インバランス量の総計（MWh） 各コマの３０分後まで コマ毎

稼働したReserveの大きさ（MW） 各コマの３０分後まで コマ毎、種別毎、上げ・下げ別

稼働したReserveにTSOが支払うkWh価格
（￡/MWh） 各コマの３０分後まで コマ毎、種別毎、上げ・下げ別

Balancing Mechanismの各発電・DRユ
ニットの上げ・下げ実績データ（MW） 各コマの３０分後まで コマ毎、種別毎、上げ・下げ別

Balancing Mechanismの各発電・DRユ
ニットの上げ・下げ価格データ（￡/MWh） 各コマの約１時間前（GC後すぐ） コマ毎、種別毎、上げ・下げ別

英国Elexon社のBalancing Mechanism Reporting Serviceで公表されている情報
（需給調整関連の主なもの）

（※１コマ３０分）



（参考）英国におけるインバランス価格の算定方法

英国では、インバランス価格は原則としてそのコマで稼働した調整力の限界的なkWh価
格に基づいて算定することとされている。

 ただし、需給ひっ迫時には停電確率・停電の社会的コストも考慮して算定する仕組みを
導入しており、需給ひっ迫時にはインバランス価格が上昇する。

18
（出典：Ofgemホームページより一部改変）

英国のインバランス価格の算定式

インバランス価格 ＝ そのコマで稼働した調整力のkWh価格の高いものから上位50MWh分の平均値

注）
• そのコマで稼働したReserve（電源Ⅰに相当）及び

Balancing Mechanism（電源Ⅱに相当）の全ての
kWh価格を考慮

• 同一コマにおいて上げと下げが両方あった場合には、同量を
相殺してから上位50 MWh分を平均

• 50MWhは通常稼働している調整力の数％程度であり、調
整力の限界価格に近い価格がインバランス料金に反映され
る（参考：7月6日のインバランス量最大値：520MWh）

• なお、ReserveのkWh価格については、需給ひっ迫時には
停電確率及び停電の社会的コストを反映したより高い価格
を用いる

入
札
さ
れ
た
調
整

力
の

kW
h価

格

稼働させた調整力
50 MWh

インバランス
価格
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Elexon社の情報公表の例（インバランス価格）

 各コマのインバランス料金は、コマ終了後３０分以内（概ね２５分後）に公表される。

（出典：Elexon BMRSホームページ）

インバランス料金

インバランス価格日付 コマ 余剰・不足別
（同一価格）

参考：英国（UTC+1）5:２5（11コマ）時点



Elexon社の情報公表の例（インバランス量の総計）

20（出典：Elexon BMRSホームページ）

インバランス量の総計 参考：英国（UTC+1）5:２5（11コマ）時点

インバランス量日付 コマ
グラフ

 各コマのインバランス量の総計は、コマ終了後３０分以内（概ね２５分後）に公表さ
れる。



Elexon社の情報公表の例（稼働したReserveの大きさ）

21（出典：Elexon BMRSホームページ）

稼働した調整力の量

調整力の種別 発電・
需要別

上げ・下
げ別 日付 コマ 稼働した大きさ

参考：英国（UTC+1）5:１5（11コマ）時点

 我が国の電源Ⅰに相当するReserveの稼働した大きさは３０分間隔で把握され、コマ
終了後３０分以内（概ね１５分後）に公表される。



Elexon社の情報公表の例（稼働したReserveにTSOが支払う価格）

22（出典：Elexon BMRSホームページ）

稼働した調整力にTSOが
支払う価格

調整力の種別
発電・
需要別

上げ・
下げ別 日付 コマ

調整力への
支払総額

参考：英国（UTC+1）5:１5（11コマ）時点

 各コマで稼働したReserveへのkWh料金の支払総額は、コマ終了後３０分以内（概
ね１５分後）に公表される。



Elexon社の情報公表の例 (調整力のkWh価格及び指令量）

23

（出典：
Elexon
BMRSホーム
ページ）

コマ開始日付 コマ コマ終了開始MW 終了MW
下げ
単価

上げ
単価

 我が国の電源Ⅱに相当するBalancing Mechanismの、各発電ユニット・DRユニット
のkWh価格（上げ・下げ）は、各コマの約１時間前（GC後すぐ）に公表される。それ
らへの指令量の実績値はコマ終了後３０分以内（概ね２２分後）に公表される。

参考：英国（UTC+1）5:０３（11コマ）時点
各発電・DRユニットの上げ・下げ価格データ

各発電・DRユニットの上げ・下げ実績データ
下げ量 上げ量

参考：英国（UTC+1）5:２２（11コマ）時点
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ベルギーにおける情報公表の例

 ベルギーでは、域内唯一のTSOであるEliaのホームページにおいて、需給調整関連の情
報公表が行われている。

 各コマのインバランス価格や調整力kWh価格は１５分後まで、インバランスの高さや稼
働した調整力の大きさを１分間隔で把握され、２分後までに公表される。

インバランス価格 インバランスの高さ

（出典：Nordpoolホームページ）

情報の種類 公表のタイミング 備考

インバランス価
格（通貨
/MWh）

１５分後まで 余剰・不足別、１５分
単位

システムインバラ
ンス（MW） ２分後まで １分間隔

稼働した調整
力の大きさ
（MW）

２分後まで
（合計値のみ）

上げ・下げ別、１分間隔、
種類毎

稼働した調整
力にTSOが支
払う価格（通
貨／MWh）

１５分後まで
（限界価格の
み）

上げ・下げ別、１５分単
位

Eliaが公表している
需給調整関連の主な情報

（※１コマ１５分）
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北欧における情報公表の例

 北欧では、北欧４か国のTSOが共同運用しているNordpoolにおいて、需給調整関連
の情報公表が行われている。

 Nordpoolのホームページでは、インバランス価格やインバランス量などの情報が１時間
後まで（概ね５０分後）に公表されている。

インバランス価格 稼働した調整力の量

（出典：Nordpoolホームページ）

情報の種類 公表のタイミン
グ 備考

インバランス価格
（通貨/MWh） １時間後まで １時間単位

稼働した調整力
の量（MWh）

１時間後まで エリア別、上げ・下げ別、
１時間単位

稼働した調整力
にTSOが支払う
価格（通貨／
MWh）

１時間後まで
限界価格のみ、エリア別、
上げ・下げ別、１時間
単位

Nordpoolが公表している
需給調整関連の主な情報

（※１コマ６０分）



ドイツにおける情報公表の例
 ドイツでは、TSOの総合情報公表サイトであるRegelleistungが設置されている。
 ＢＧのインバランスの高さや稼働した調整力の大きさは１５分間隔で把握され、１５

分後まで（概ね１０分後）に公表されている。
 インバランス価格は、2か月後までに公表される。
（注）なお、ドイツでは、実同時同量制の下、ルールによりインバランスを抑制することを求めている。（場合によっ

てはBGのライセンスが取り消される可能性もある）
※インバランス ＝（発電・調達の実績）ー（販売・消費の実績）

（出典：Regelleistung.net）

最大需給
ギャップ日付 コマ

情報の種類 公表のタイ
ミング 備考

インバランス
価格（通貨
/MWh）

２か月後
まで

エリア別、１５分
単位

エリアバランス
（MW）

１５分後
まで １５分間隔

稼働した調
整力の大きさ
(MW）

１５分後
まで

エリア別、上げ・
下げ別、１５分
間隔

参考：ドイツ（UTC+２）1８:2０時点

Regelleistunglが公表している
需給調整関連の主な情報

稼働した調整力の量 下げ 上げ

26（※１コマ１５分）



まとめ：各国の情報公表状況の比較
 欧州各国は、基本的に需給調整に関する情報を速やかに公表している。
 需給調整に係る制度やデータ収集を行う上でのシステムの違い等は考慮する必要があ

るものの、 我が国は情報公表の内容が少なく、迅速性に欠ける。

情報の種類 英国 ベルギー 北欧 ドイツ 日本

インバランス料金 ３０分後まで １５分後まで １時間後まで ２か月後まで
５日後まで（速報）
翌々月の上旬まで
（確報）

インバランス量 ３０分後まで ２分後まで（MW） — １５分後まで
（MW） 翌々月の上旬まで

稼働した調整力の量 ３０分後まで ２分後まで（MW） １時間後まで １５分後まで
（MW）

１か月半後まで
（各週の合計のみ）

稼働した調整力に
TSOが支払う価格

３０分後まで（電源
Ⅰ相当への支払額）
GC後すぐ（電源Ⅱ相
当の登録単価）

１５分後まで
（限界的な価格の
み）

１時間後まで
（限界的な価格の
み）

—
１か月半後まで
（各週の平均、最高、
最低のみ）

制度上の特徴 計画値同時同量制
インバランス料金＝稼
働した調整力の限界的
な価格（余剰・不足同
一、需給ひっ迫時は停
電確率から単価を計
算）

計画値同時同量制
インバランス料金＝稼
働した調整力の限界的
な価格（原則として余
剰・不足同一、系統の
余剰・不足が大きい場
合は補正）

計画値同時同量制
インバランス料金＝稼
働した調整力の限界的
な価格（原則として余
剰・不足同一、発電イ
ンバランスについては、
市場価格と逆転しない
よう補正）

実同時同量制
インバランス料金＝稼
働した調整力の平均価
格（原則として余剰・
不足同一、系統の不
足が大きい場合は補
正）
契約等によりインバラン
スの抑制を義務化

（2021年以降の枠組
みについて検討中）
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今後の検討の進め方

28
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タイムリーな情報提供の重要性のさらなる高まり

★できれば、新しいビジネスや技術革新が促進されていることを強調したい

 今後、再生可能エネルギーのさらなる拡大により、需給調整に係るコストが増大すると見
込まれる中、市場メカニズムを有効に活用し、効率的かつ安定的に需給バランスが確保
される仕組みとしていくことが重要。

 再生可能エネルギーや電気自動車などの普及が進む中、IoTなどの情報技術を活用し、
需給の状況に応じて電気の消費・供給・充放電を変化させるといった分散型の取組が
一層重要となる。

 その時間帯の電気の価値（発電コストや需給の状況）がインバランス料金に適切に反
映されるようにするとともに、その価格や系統の需給状況などに関する情報がタイムリーに
公表されることが、今後さらに重要になるのではないか。
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まとめ（今後の方針）

 2021年度に予定される需給調整市場の創設及びインバランス料金制度の見直しと併
せて、系統利用者が需給状況や価格に関する情報をタイムリーに入手できる環境を構
築することが重要と考えられる。

 今後、総合資源エネルギー調査会等における需給調整市場や関連制度に関する議論
と併せて、海外の仕組みやその効果等も参考に、2021年度以降の関連情報の公表の
あり方、ひいては需給調整市場のあり方について検討していくこととしたい。

検討項目（案）

 今後の電力市場システムにおけるタイムリーな情報公表の意義

 情報公表のあり方

• 公表する情報（何を）

• 公表主体（誰が）

• 公表タイミング（いつまでに）

• 公表の方法（どのように）
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